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２０２２年度第２回町田市行政経営監理委員会

中核市との自治体間比較による行政経営改革の推進
～町田市の潜在的価値を高める町田市版ＥＢＰＭ 『中核市ベンチマーキング』の実践に向けて～

【資料１】

町田市 政策経営部 経営改革室
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①これまでの自治体間比較に関する取り組み
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■１－１ これまでの自治体間比較に関する取り組み

自治体間ベンチマーキングの取り組み（2015年度～2021年度）

自治体間ベンチマーキングによる効果

比較に基づく改善・改革の取り組みは、組織横断的にデジタル化を進める「“e-まち”実現プロジェクト」の活動に
引継がれ、キャッシュレス決済の導入や行政手続きのオンライン化などの成果につながっている。

【概要】

自治体間で業務プロセス、パフォーマンス、コスト等
を比較し、差異を見える化するとともに、自治体間
で共通化できる「ベストプラクティス」を検討し、業務
改革・改善につなげるプラットフォームのこと。

【特徴】
①自発的な自治体間連携であること
②業務をプロセス単位に分解し、稼働時間や業務処理量、コストなどを見える化

していること
③実務担当者が顔を合わせて、討議形式での意見交換会を実施していること
④「ベストプラクティス」を検討するとともに、良い仕組みや効率的な手法をお互い

取り入れ、改善・改革につなげていること

市民サービスの向上 主体性の発揮による人材育成業務改善による業務量削減

【効果①】 【効果③】【効果②】

比較自治体間において先進的な取り組みがあると、その取り組みを他自治体において導入・実践する
ことで、より大きな改善効果を発揮することにつながる。
業務プロセスを定量化して比較することで、それぞれの自治体の強みや改善点を顕在化させることができる。

自治体間ベンチマーキングのポイント

例：窓口申請支援システム導入（2021年11月）に
よる行政手続きの利便性向上

例：業務プロセスの効率化等により、2017年度
から5年間で約13万時間の稼働時間を削減

（参考：『町田市5ヵ年計画17-21取り組み結果』）

例：自治体間ﾍﾞﾝﾁﾏｰｷﾝｸﾞに取り組んだ職員の約8割が、

比較結果から得られた「気づき」を新たな企画立案につ
なげたいと回答

（参考：『2019年度 自治体間ﾍﾞﾝﾁﾏｰｷﾝｸﾞ』意見交換会ｱﾝｹｰﾄ）

ポイント１

ポイント２
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②中核市との自治体間比較の概要
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■２－１ 中核市との自治体間比較の概要

中核市との自治体間比較のメリット

地域社会を創ることの「先導役」である中核市（資料編p2-3参照）において事業展開されている

先進的な事例の活用 ※中核市のうち町田市と類似した自治体抽出の考え方を次ページで解説

各種公表データや統計情報には、各市の事業レベルでの詳細な情報（財務情報、資源投入量など）が不足
している。そのため、中核市との比較においては、自治体間ベンチマーキングとは別のアプローチによる定
性的な比較が必要となる。

中核市において共通化されているデータや決算統計等の基礎情報を活用した定量比較による
町田市の強み・改善点の見える化

比較結果に基づき、強みや改善点を明らかにし、今後の政策立案や行政経営改革につなげ、市のポテンシャルや成熟度をさらに高める

中核市との自治体間比較のねらい

項目 中核市との自治体間比較 自治体間ベンチマーキング

比較の視点 マクロ・セミマクロ ミクロ・超ミクロ

比較対象 政策・施策・事業 業務プロセス

実施目的 戦略的な事業展開 業務の改革・改善

比較手法

中核市において共通化されているデータや決算統計等
の基礎情報を活用した定量比較により、強み・改善点を
見える化し、先進的な取り組み等を参考にした定性比
較を行う。

自治体間で業務プロセス、パフォーマンス、コスト等を比
較し、差異を見える化する。

【参考】中核市との自治体間比較と自治体間ベンチマーキングの違い

先進的な取り組み
➡大きな改善効果

ポイント１

定量的な比較
➡強みや改善点の顕在化

ポイント２

＜自治体間ベンチマーキングのポイント＞

ﾒﾘｯﾄ
②

ﾒﾘｯﾄ
①

活用

活用



分類Ⅱ－A

2022年度第2回町田市行政経営監理委員会

６

【参考】各市の地域特性を考慮した分析のための類似自治体抽出・類型化

分類Ⅰ ・・・ ８０％以上（３５市）
分類Ⅱ ・・・ ６０％以上～８０％未満（２７市）
分類Ⅲ ・・・ ６０％未満（１市）

産業構造（三次産業の割合）

分類Ａ ・・・ ５００㎡未満（２０市）
分類Ｂ ・・・ ５００㎡以上～１０００㎡未満（２８市）
分類Ｃ ・・・ １０００㎡以上（２９市）

住民一人当たり市域面積

分類Ⅰ－Ｂ
水戸市、岐阜市、奈良市、高松市、松山市、高知市、

久留米市、長崎市、鹿児島市（計９市）

分類Ⅰ－Ｃ

全中核市比較

函館市、旭川市、青森市、盛岡市、秋田市、山形市、

金沢市、甲府市、松本市、大津市、松江市、

佐世保市、宮崎市（計１３市）

類型化の考え方

分類Ⅱ －Ｂ
宇都宮市、前橋市、豊橋市、和歌山市、

倉敷市（５市）

分類Ⅱ －Ｃ
八尾市、福島市、郡山市、いわき市、高崎市、

富山市、福井市、長野市、岡崎市、姫路市、鳥取市、

呉市、福山市、下関市、大分市（計１５市）

川越市、川口市、一宮市、八尾市、東大阪市、

尼崎市、明石市（計８市）

分類Ⅲ－A 分類Ⅲ－Ｂ
該当なし

分類Ⅲ－Ｃ
豊田市（計１市）該当なし

全国６２の中核市＋町田市

町田市、越谷市、船橋市、柏市、八王子市、横須賀市、
豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、寝屋川市、西宮市、
那覇市（計１３市）

分類Ⅰ－A

類似自治体比較
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■２－２ 中核市との自治体間比較の工程概要1/2 STEP1～3

中核市において共通化されているデータと町田市の同一データを突合

教育、保健衛生、介護保険、障がい者福祉、児童福祉、社会保障、環境、公園、住宅、上下水
道、防災、交通安全、観光、産業、農業、道路、交通、行財政 他

中核市62市の各分野データ174指標（＝共通指標） （参考：『令和3年度中核市行政水準調査』宇都宮市）
町田市における
各分野の
同一データ

突合

「まちだ未来づくりビジョン2040」の政策・施策単位に指標を分類

「中核市行政水準調査」の174指標をまちだ未来づくり

ビジョン2040におけるまちづくり基本目標のライフステー

ジと経営基本方針の各政策・施策（資料編p5）単位に分類

する 。

赤ちゃんに選ばれる
まちになる

未来を生きる力を
育み合うまちになる

自分らしい場所・時間を
持てるまちになる

学校教育分野の○○指標 産業・観光分野等の○○指標

政策１ 政策２ 政策３

胎児期・幼年期（0-5歳） 少年期（6-18歳） 青壮年期（19-44歳）

特異値のある政策・施策分野の把握と重要指標の設定

偏差値化した指標を政策ごとに束ねたレーダーチャー

トにより、潜在的価値と考えられる特異値のある政策・

施策分野を把握し、詳細比較のための指標群を特定

する。

また、①潜在的価値向上の可能性、②政策的事業と

の関連性、③政策・施策の実現寄与度を踏まえて「重

要指標」に設定する。

＜政策１の分野＞

重要指標

＜政策２の分野＞

重要指標

＜政策３の分野＞

重要指標

児童福祉分野の○○指標

STEP1

STEP2

STEP3

施 策 ２
指 標 群

施 策 １
指標群

施 策 4
指標群

施 策 3
指標群

施 策 2
指 標 群

施 策 1
指標群

施 策 2
指標群

施 策 1
指標群

※決算統計等における事業費や職員数などの基礎情報についても同様に中核市のデータと町田市のデータとを突合する
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■２－３ 中核市との自治体間比較の工程概要2/2 STEP4～6

「重要指標」における改善の方向性

の検討に向け、政策・施策分野に係る市民一人

当たりの事業費や職員数といった経営資源を中

核市と比較し、市の傾向を把握する。

重要指標に関連する定量的な基礎情報（中核市行政水準調査、決算統計等）を基にした比較分析

「重要指標」における改善の方向

性の検討に向け、当該分野に関連する中核市の

共通指標（174指標）によりサービス水準を中核

市と比較し、STEP5の追加調査の内容を企画する。

定性的な情報を中心とした追加調査による比較分析

収集・比較した定量・定性情報をもとに重要指標に

関する事業全体像を把握し、重要指標の改善に資す

ると考えらえる取り組みの企画・立案・実施を行い、

町田市のポテンシャルアップにつなげていく。

重要指標の改善に向けた企画・立案・実施

STEP4

STEP5

STEP6

胎児期・幼年期（0-5歳）

児童福祉費
0～5歳人口

胎児期・幼年期（0-5歳）

乳児保育実施率・入所児童数等

経営資源比較サービス水準比較

目標比較

背景 課題

強み・弱み

各市の
総合計画

（◯◯政策）

目標の比較＝（市の）価値観の比較

目標
設定

事業内容調査定量比較において偏差値の高い中核市あるいは

I-A区分に属する自治体の先進的な取り組みにつ

いて、右記の情報を収集・比較し、町田市の政策

の実現性・効果を高める事業（目玉事業）を特定

する。

他市インタビュー

中核市との対話を通じた町田市への導入可能性の検証

事業の顧客（ターゲット）

実施効果
事業費
・財源

実践して分かったこと
（想定とのギャップ）

導入時から環境変化

中長期的な
取り組み

短期的な
取り組み

重要指標に
関する

事業全体像
を把握

中核市の事例を参考に、次期実行計画（（仮称）5ヵ年計画27-31）における
今後の政策的事業を検討

事業ごとに詳細な個別調査を行い、各市の状況を把握、改善の実施
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③中核市との自治体間比較_モデルケース（子ども政策分野）
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■３－１ 中核市との自治体間比較_モデルケース（子ども政策分野）_ＳＴＥＰ１、２

中核市において共通化されているデータと町田市の同一データを突合STEP1

『令和3年度中核市行政水準調査』174指標（＝共通指標） 町田市

教育
➢ 指標１「市立小学校図書館図書の充足率」
➢ 指標２「市立小中学校耐震化率」 など

保健衛生
➢ 指標１「合計特殊出生率」
➢ 指標２「食中毒発生件数／世帯10万」 など

介護保険
➢ 指標１「地域包括支援ｾﾝﾀｰ箇所数／65歳以上1千人」
➢ 指標２「老人福祉センター数／65歳以上1千人」 など

障がい者福祉
➢ 指標１「ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ･ｹｱﾎｰﾑ利用者数／身体障がい者，療育，

精神障がい者保健福祉手帳交付者数1千人」
➢ 指標２「施設入所から地域生活への移行者数／施設入所者数

100人」 など

児童福祉
➢ 指標１「1歳6ヶ月児健康診査受診率（％）」

➢ 指標２「3歳児健康診査受診率」 など

➢ 指標６「保育士数／保育所入所者100人」
➢ 指標７「保育園入所待機児童数／0～5歳人口1000人」 など

「まちだ未来づくりビジョン2040」の政策・施策単位に指標を分類STEP2

・・
・

・・・

行財政
➢ 指標１「財政力指数」
➢ 指標２「経常収支比率（％）」 など

赤ちゃんに選ばれるまちになる

まちづくり基本目標（一部抜粋）

政策１

胎児期・幼年期（0-5歳）

ライフ
ステージ
（概ねの
年齢）

魅力ある子育て環境をつくる
施策
１－１

多様な保育サービスを提供する
施策
１－２

少年期（6-18歳）

ライフ
ステージ
（概ねの
年齢）

・・・

「中核市行政水準調査」における分野・指標の体系は、「まちだ未来づくりビジョン2040」における政策・施策の体系と一致していないため、双方の体系の関
連付けを行うことで、町田市の政策・施策単位で今後の展開を検討することが可能になる。

町田市の同データ①

町田市の同データ②

町田市の同データ③

・・・

町田市の同データ④

町田市の同データ⑤

突合

突合

突合

ポイント
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■３－２ 中核市との自治体間比較_モデルケース（子ども政策分野）_ＳＴＥＰ３_①

特異値のある政策・施策分野の把握と重要指標の設定STEP3

◎政策１「赤ちゃんに選ばれるまちになる」

〇施策１－１「魅力ある子育て環境をつくる」関連指標

〇施策１－２「多様な保育サービスを提供する」関連指標

指標名 町田市 A市 B市

乳児家庭全戸訪問事業における面接率（面接数／出生数） 95.37（％） 87.73（％） 94.26（％）

1歳6ヶ月児健康診査受診率 93.3（％） 96.1（％） 96.0（％）

3歳児健康診査受診率 90.5（％） 96.2（％） 92.5（％）

児童虐待通告受理件数／0～18歳未満人口1000人 5.1（件） 0.7（件） 3.6（件）

合計特殊出生率 1.21（人） 1.26（人） 1.25（人）

・
・
・

指標名 町田市 A市 B市

保育園入所待機児童数／0～5歳人口1000人 7.10（人） 1.12（人） 6.35（人）

保育士数／保育所入所者100人 16.94（人） 26.32（人） 17.46（人）

保育所入所者数、幼稚園在園者数／0～5歳人口100人 74.68（人） 66.72（人） 68.07（人）

乳児保育実施率 93.16（％） 76.64（％） 92.36（％）

延長保育実施率 72.65（％） 89.72（％） 97.45（％）

・
・
・

偏差値化

偏差値化

町田市 A市 B市

53 48 52

42 50 50

40 56 45

45 58 50

36 40 39

町田市 A市 B市

36 52 38

55 81 56

53 43 45

52 40 52

44 52 55

＜ 偏 差 値 ＞

町田市の強み・改善点が浮き彫りになるよう各指標の数値を偏差値化することで、指標間の比較が可能となるとともに、レーダーチャート（次ページ）を作成

することで視覚的にも分かりやすくなる。なお、指標の数値が実数の場合は、対象となる人口などを分母とした比率分析を行うことが有効である。

ポイント

・・・

・・・

・・・

・・・
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■ ３－３ 中核市との自治体間比較_モデルケース（子ども政策分野）_ＳＴＥＰ３_②
特異値のある政策・施策分野の把握と重要指標の設定STEP3

＜中核市行政水準調査における各指標を「まちだ未来づくりビジョン２０４０」の関連政策・施策単位に区分し、町田市の
同一データを合わせて偏差値化したレーダーチャート事例（資料編p5）＿政策１「赤ちゃんに選ばれるまちになる」の場合＞

施策1-1 魅力ある
子育て環境をつくる

施策1-2 多様な保育
サービスを提供する

：平均値

：町田市
参考：『令和3年度中核市行政水準調査』宇都宮市

中核市の共通指標（174指標）のうち、子ども政策分野に関係する指標において、特に低い水準
にある指標 ➡ 「保育園入所待機児童数／0～5歳人口1,000人」である（偏差値：36）

町田市５ヵ年計画22-26 施策1-2 「多様な保育サービスを提供する」
※ 2022年度年少人口の転入超過数ランキング１位（政令市を除く） ➡ 転入超過により待機児童
数は高い水準で推移

将来推計人口（2021年度実施）では、今後年少人口が減少する見込 ➡ 子ども政策分野のコンセ
プト「赤ちゃんに選ばれるまちになる」の実現に向けて、待機児童の解消を指標に設定している

①潜在的価値
向上の可能性

②政策的事業
との関連性

③政策・施策
の実現寄与度

【重要指標設定の視点】

重要指標の設定にあたっては、企画部門と事業部門との対話に基づき、次の３つの視
点を踏まえることで、事業化を見据えたより詳細な比較につなげることが可能になる。
①潜在的価値向上の可能性：大きな改善効果が大きく見込めるよう特に低い偏差値水準に
ある指標を候補とする

②政策的事業との関連性：町田市の政策・施策として実施する事業との関連性が高い指標
を候補とする
③政策・施策の実現寄与度：町田市の政策・施策の目標と親和性が高い指標を候補とする

ポイント
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【成】乳児家庭全戸訪問事業における面接率（面接数／出生数）

【成】1歳6ヶ月児健康診査受診率

【成】3歳児健康診査受診率

【成】児童虐待通告受理件数／0～18歳未満人口1000人

【社】合計特殊出生率

【活】障がい児保育を実施している保育園数／保育園数

【成】保育園での障がい児の受入人数/保育所等箇所数

【成】保育園入所待機児童数／0～5歳人口1000人

【活】保育士数／保育所入所者100人

【成】保育所入所者数、幼稚園在園者数／0～5歳人口100人

【活】乳児保育実施率

【活】延長保育実施率

【成】ファミリーサポートセンター依頼会員数／０～11歳

【成】ファミリーサポートセンター協力会員数／０～11歳

【成】ファミリーサポートセンター両方会員数／０～11歳

【成】保育料の国の徴収基準額に対する実際の徴収割合

【活】活動指標・・・資金・人員・場所等に係る事業の活動を表す指標
【成】成果指標・・・活動により産み出されるサービス等の成果を表す指標
【社】社会指標・・・活動と成果により生まれる社会情勢を表す指標

【成】保育園入所待機児童数／０～５歳人口１０００人

重要指標
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■ ３－４ 中核市との自治体間比較_モデルケース（子ども政策分野）_ＳＴＥＰ４

重要指標に関連する定量的な基礎情報（中核市行政水準調査、決算統計等）を基にした比較分析STEP4

サービス水準比較

【待機児童数に関連する指標①】
乳児保育実施率

【待機児童数に関連する指標②】
保育所入所者数、幼稚園在園者数

／0～5歳人口100人

【待機児童数に関連する指標③】
保育士数／保育所入所者100人

経営資源比較

1,128 
1,324 

1,801 

1,092 
1,328 

1,785 

1,300 

1,695 

2,217 

0

1,000

2,000

2010年度 2015年度 2020年度

（単位：千円）

＜0－5歳未満人口一人当たりの児童福祉費（人件費を含む）の推移＞

中核市平均 I-A区分平均 町田市 参考：総務省「平成22・平成27・令和2年度市町村別決算状況調」「平成22・平成27・令和2年度住民基本台帳登録人口」

サービスの「量」の観点だけでなく、サービスの「質」の観点からも重要指標との関連性が高い指標の比較を行うことで、重要指標を含む当該分野に
おける、町田市のサービスレベルが把握できる。

町田市
全市（６３市）

平均値
Ⅰ－Ａ区分（１３市）

平均値

93.16（％） 90.20（％） 88.76（％）

町田市
全市（６３市）

平均値
Ⅰ－Ａ区分（１３市）

平均値

74.68（人） 72.00（人） 70.76（人）

町田市
全市（６３市）

平均値
Ⅰ－Ａ区分（１３市）

平均値

16.94（人） 15.34（人） 16.29（人）

該当分野における各市の財政投入量の比較を行うとともに、複数年度にわたって経年比較を行うことで投資の傾向を把握することで、町田市の人件
費を含む事業費にかける資源の配分状況が把握できる。

ポイント

ポイント

関連指標①～③の比較結果をみると、町田市は中核市及びⅠ－Ａ区分の市と比べて、いずれの指標も平均的な水準にあることが読み取れる。

「0-5歳未満人口一人当たりの児童福祉費（人件費を含む）」を経年比較した結果をみると、町田市は中核市全市及びⅠ－Ａ区分の市と比べて、複数年度に
渡って高い水準にあることが読み取れる。
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目標比較 事業内容調査 個別調査・分析

【調査の視点】Ⅰ－A区分に属する各市の総合計画において、重
要指標に係る各政策の目指す姿や目標を確認（資料編p6-7参
照）

【考察】同種の目標を掲げ事業展開している（＝背景や行政課題
が類似している）町田市を含む７市間においてその事業内容を
比較することが有効

【比較結果】 目指す姿に大きな差異はなく、 「待機児童数（０
人）」を目標に位置付けている自治体は、町田市を含む７市

【調査の視点】他市の事業内容の確認（資料編p8参照）

【考察】町田市において有効な事例：【越谷市】「幼稚園長時間預
かり実施園認定事業」※第2期越谷市子ども・子育て支援事業計画

【比較結果】町田市で未実施の事業は3事業（幼稚園長時間預
かり実施園認定事業、保育人材マッチング拠点事業、安全・安
心月間取り組み事業）

【調査の視点】町田市における幼稚園施設数・運営状況等の確
認（資料編p9参照）

【考察】既存の預かり保育事業をブランディングすることが、保育
園と同様に共働き世帯等の選択肢につながり、保育の受け皿を
広げることができる。

【比較結果】市内には、長時間預かり・長期休暇中保育を実施し
ている幼稚園施設が、37施設中35施設あり（越谷市は28施設全
てにおいて実施）

深堀 深堀

定性的な情報を中心とした追加調査による比較分析STEP5

目標比較の分析例（サンプル）

■類似団体ⅠーA区分自治体の総合計画における待機児童に関する記載内容比較（表中の●／●は、当該項目の通し順／当該項目の同一階層の項目数）

自治体名 計画名称 計画期間 めざす姿 基本構想レベル 基本計画政策レベル 基本計画施策レベル
待機児童
目標値有

無
目標値

町 田 市
まちだ未来づ
くりビジョン
2040

2022-
2040

子育て世帯をはじめ、周囲や地域の人たちみんなで楽しく子育
てができています。

ここでの成長がカタチ
になるまち
１／４

赤ちゃんに選ばれるま
ちになる
１／９

・魅力ある子育て環境をつくる
・多様な保育サービスを提供する

あり
・0歳から14歳までの転入超過割合（54.7％➡60.0％）
・認可保育所等待機児童数（76人➡0人）

越 谷 市
第5次越谷市
総合振興計画

2021-
2030

すべての子どもが夢と希望を持って育ち、社会の一員として主体
的に生きることができ、安心して子育てできる環境が整備されて
いる。

みんなが健康で共生し
て住み続けられるまち
づくり
２／６

子どもたちが夢と希望
を持って育ち、安心して
子育てできるまちをつく
る
３／６

・地域のなかで子育てを支える
・地域のなかで子供が自ら育つ環境をつくる
・次世代を担う子どもたちを健やかに育てられる子育てしやすい環境を
整える
・貧困の状況にある子どもと家庭を支える

あり
・子育てサロン利用者数（47940人➡48000人）
・保育所の待機児童数（46人➡0人）

船 橋 市
第3次船橋市
総合計画

2022-
2031

行政と地域社会が連携して子どもの状況に応じた支援を行う体
制が整備され、地域の中で安心して楽しく子育てができ、子ども
がのびのびと育っている状態。

「いたわりあい」と「支え
あい」の心に満ちたま
ち　心のかよった社会
福祉の推進
１／７

次代を担う子どもの育
成
２／４

・子育て支援サービスの充実
・児童の保護、健全育成
・保育の充実
・療育支援の充実
・ひとり親家庭への支援

無 数値目標記載なし

・・・

子ども政策分野におけるめざす姿として、各市とも地域及び周囲との関りや子育
て環境の充実などを示している（大きな差異はなし）

子ども政策分野の到達目標として、各市において設定する指標の考え方に差異
がある（「待機児童数（０人）」を指標設定している市は町田市を含む７市）

政策・施策ごとの目指す姿や到達目標といった上位概念と、そこで実践されている個別の事業とを関連付けた調査により、町田市の政策・施策
の充実や柔軟性を高める目玉事業をみつけだす。また、目玉事業の導入検討にあたっては、先進市へのインタビューにより現場の声を基にした
比較を行うことで、事業運営における工夫事項や事業実施に伴う効果などを明らかにすることが可能になる。

ポイント
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３
～
５
歳
児

０
～
２
歳
児

保育 幼児教育

認可外
保育事業

地域型
保育事業

施設型 給付事業等

企
業
主
導
型
保
育
所

認
証
保
育
所

家
庭
的
保
育

小
規
模
保
育

【連携】

保育所 幼稚園

一時保育、子育て広場 など

新
規
施
設
の
整
備

送
迎
保
育
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
連
携
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軟
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送
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育
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テ
ー
シ
ョ
ン

の
連
携

柔
軟
性
の
あ
る
定
員
管
理

〔定
員
の
弾
力
化
〕

需給バランスを見据えた保育施策の展開 保育サービスの質の維持・向上 幼児教育・保育事業のプロモーション戦略（ブランディング）の推進

待機児童解消後の事業展開の展望

保育サービスの利用を希望する市民（保護者）

預
り
保
育
の
実
施

預
り
保
育
の
実
施

情報収集

非在園児向け保育事業

まちだ子育てサイト、保育コンシェルジュブックなど保育コンシェルジュ、地域子育て相談センターなど

認定こども園

町田市における待機児童対策の主な取り組み（事業の全体像）
①

②

③

重要指標の改善に向けた企画・立案・実施STEP6

【フェーズ①】

幼稚園・認定こども園の預かり保育事業をブラン

ディングする

【フェーズ②】

保育所等の入園相談や情報発信における案内に

組み込む

（案内例）

「幼稚園・認定こども園が、保育所と同じように長

時間利用できる」「0-2歳児の年齢帯は一時保育

や子育て広場などの既存のサービスを利用しつ

つ、就労条件や育児休業取得状況に応じて、1・2

歳児の年齢帯から幼稚園・認定こども園に入園

する選択肢がある」等

【フェーズ③】

育児休業の充実、リモートを活用した在宅勤務、

ワークライフバランスの重視など、働き方が多様

化する保護者の選択肢を広げる

＜期待成果＞

今後、市内でも少子化が長期的に進行する状況

では、転入超過の状況を踏まえ、局所的に保育

施設を整備しつつも、既存のサービスや資源を掛

け合わせてることで、 多様化する保育ニーズに

応え、保育サービスの拡大につなげることが期待

できる。

≪「多様な保育サービスを提供する」ための戦略≫

情報発信入園相談

重要指標に関係する事業の全体像を見える化したうえで、企画部門と事業部門双方の視点から対話により戦略を検討し、重要指標の改善に向けた事業
展開をストーリーとして導いていくことで、事業部門の納得感が得られ、実効性を高めることが可能になる。

ポイント
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④中核市との自治体間比較_モデルケース（行財政分野）
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■４－１ 中核市との自治体間比較_モデルケース（行財政分野） 組織・人材の定量比較・定性比較

まちだ未来づくりビジョン２０４０に掲げる政策・施策を実現していくための、
組織横断の対話に基づく調査・分析と企画・立案の実践

今後の組織・人材における取り組みの方向性

企画・立案に関する取り組み状況（資料編p10） 人材育成基本方針の定性比較（資料編p11）

若手職員による「行政事業イノベーショ
ンプロジェクト」（八王子市）

職員ひとり１改善・１改革運動
「“カエル”チャレンジ」（福島市）

政策形成（企画・立案）に関する能力を職員に求める能力の１項目
として明記している自治体➡町田市含め１３市中８市

0.40 

9.95 

2.96 

14.72 

8.13 

0.08 0.41 0.62 

6.31 
8.68 

1.77 1.09 1.14 0.39 

12.11 

3.16 

10.25 
7.37 

0.02 0.46 0.63 

7.83 6.97 

2.32 
0.86 1.12 

0.00

10.00

20.00

議会 総務 税務 民生 衛生 労働 農林水産 商工 土木 教育 下水道 国保 介護

＜表2_人口1万人あたりの部門別職員数（人）＞

13市平均 町田市

（参考）総務省「令和2年度地方公共団体定員管理調査」 、
「住民基本台帳登録人口R4.1.1時点」

47.8 48.0 48.1 48.5 49.2 49.6 50.5 51.4 
54.9 55.6 57.2 57.4 

61.1 

40.0

60.0

八王子市 柏市 寝屋川市 豊中市 町田市 高槻市 船橋市 越谷市 枚方市 吹田市 西宮市 那覇市 横須賀市

＜表1_人口1万人あたりの職員数（人）＞

職員数 13市平均

※数値は、一般行政部門と教育部門を合計した職員数を基に算出。
（参考）総務省「令和2年度地方公共団体定員管理調査」、「住民基本
台帳登録人口R4.1.1時点」

町田市は中核市と比較して、職員数は少なく、総務部門を中心とした組織体制としている。今後はこうした職員が、事業部門における政策・施策の実現に向けた企画・

立案を後押ししていくことで、社会情勢や行政需要の変化に柔軟に対応できる組織の構築と、市民視点を持って新たなことに挑戦しプラットフォーマーとなる職員を育成

していく必要がある。こうした観点から、中核市の行革大綱等取り組みを参考にすることが有効と考えられる。

まちだ未来づくりビジョン２０４０に掲げる政策・施策を実現していく
政策形成能力を育むための、人材育成マネジメントの推進
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■４－２ 中核市との自治体間比較_モデルケース（行財政分野） 財政力の定量比較・定性比較
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■中核市及び町田市における財政力指数の比較

町田市は中核市と比較して、比較的上位に位置している。ただし、今後は、人口減少に伴う税収減や老朽化する公共施設の維持保全コスト増などが見込まれるため、

その対応策の検討にあたっては、行財政改革が喫緊の課題であると推察されるグラフ右側に位置する自治体の行革大綱や改革プラン等に関する取り組みを参考にす

ることが有効と考えられる。

【税収減への対応】

公共施設・都市インフラ・未利用地等の市有財産を活用したさらなる税外収入
の確保策の実践、システム管理経費等をはじめとした経費の平準化及び抑制

【公共施設老朽化への対応】
公共施設再編の着実な推進及び維持管理方法の最適化による

ライフサイクルコストの縮減、効果検証の仕組みの構築

今後の行財政改革における取り組みの方向性

税収減に伴う税外収入確保・歳出削減の取り組み 公共施設マネジメントの推進（資料編p12）

【下関市】ネーミングライツ契約件数13件
（14,960千円/年間）➡公共施設の他、歩
道橋などの都市インフラについても積極
的に導入している（資料編p12）。

【佐世保市】PPPﾛﾝｸﾞﾘｽﾄの作成・公表

➡将来的に官民連携による事業化
のため、事業者の事業参画を促して
いる。

【函館市】公共施設ｶﾙﾃの作成・公表
➡利用状況や収支等をまとめ、施設
の数や規模の見直しの検討に活用し
ている。

【鳥取市】システムの共同利用の推
進➡住民情報系システムの自治体
クラウドへの移行により、導入・運
用経費の削減を図る。

参考：『令和3年度中核市行政水準調査』宇都宮市
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委員会の論点

論点①

• 中核市との自治体間比較に係る調査・研究事業への評価は
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２０

⑤中核市との自治体間比較の総括＿実践と効果
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２１

■５－１ 中核市との自治体間比較の総括＿実践と効果

中核市ベンチマーキングから期待される効果

中核市の先進事例を参考にした町田市の潜在

的価値の把握と、新たな企画・立案とその実施に

よるサービスアップの実現

＜ 効 果 ① ＞
企画立案によるサービスアップ

既存資源の有効活用や事業の優先順位づけに

よる資源配分の見直しなどの業務改善・改革によ

る市役所の生産性向上の実現

比較・分析や企画・立案を職員が対話や連携を

通じて実践することによる、組織力の強化及び職

員の能力向上の実現

＜ 効 果 ② ＞
市役所の生産性向上

＜ 効 果 ③ ＞
組織力強化・人材育成

中核市ベンチマーキングによる「気づき」を活用し、まちだ未来づくりビジョン２０４０の「なりたいまちの姿」と
次期実行計画（（仮称）5ヵ年計画27-31）の政策・施策の実現に向けた取り組み等の検討・実施につなげていく

町田市版ＥＢＰＭ 『中核市ベンチマーキング』の実践

中核市オープンデータと町田市の
同一データを突合

STEP1
町田市総合計画の政策・施策単位
に指標を分類

STEP2
特異値のある政策・施策分野の
把握と重要指標の設定

STEP3

赤ちゃんに選ばれる
まちになる１

未来を生きる力を
育み合うまちになる２

自分らしい場所・時間
を持てるまちになる３ いくつになっても自分の 楽

しみが見つかるまちになる４
人生の豊かさを実感
できるまちになる

５

ありのまま自分を
表現できるまちになる７

思わず出歩きたくなる
まちになる８

みんなが安心できる
強いまちになる９

つながりを力にする
まちになる６ 経営基本方針

まちだ未来づくりビジョン2040の政策

STEP1～3まで検証し、「①特異値がない又は偏差値が全て高水準の政策分野」と「②重要指標の改善につ
ながる政策分野」に分類し、特に②の政策分野に関して、2023年度～2025年度にわたって重点的に比較分
析を行う。

主に組織や人材、財政力に関する比較分析を通じた先進事例調査を
行い、その結果を踏まえ、今後の市の行政経営改革につなげる。

重要指標に関連する定量的な基礎
情報を基にした比較分析

STEP4
定性的な情報を中心とした追加
調査による比較分析

STEP5
重要指標の改善に向けた企画・
立案・実施

STEP6

重要指標の改善につながる政策分野について、企画部門と事業部門の共通言語となるデータを活用し、対話に基づく比較・分析・企画・立案・実施に
取り組み、町田市の潜在的価値の向上を目指す。

STEP4へ
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２２

委員会の論点

論点②

• 中核市ベンチマーキングの実践と今後の展開は
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